
　　　　　　　　　    主　　　　　　　文
  １　原判決中平成１１年度論文式試験の総合順位に係る不開示決定処分取消請求
に関する部分を取り消す。
  ２　司法試験管理委員会委員長が控訴人に対して平成１５年４月２３日付けでし
た，処理情報の一部不開示決定処分（ただし，平成１６年３月２６日付け処理情報
の一部開示決定処分による一部取消し後のもの）のうち，平成１１年度論文式試験
の総合順位を開示しないとした部分を取り消す。
  ３　その余の本件控訴を棄却する。
  ４　訴訟費用は，第１，２審を通じて２分し，その１を控訴人の負担とし，その
余を被控訴人の負担とする。
　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　控訴の趣旨
  １　原判決を次のとおり変更する。
  ２　司法試験管理委員会委員長が控訴人に対し平成１５年４月２３日付けでし
た，処理情報の一部不開示決定処分（ただし，平成１６年３月２６日付け処理情報
の一部開示決定処分による一部取消し後のもの）を取り消す。
第２　事案の概要
　１　本件は，平成９年度から平成１１年度までの各年度の司法試験第二次試験の
受験者である控訴人が，司法試験管理委員会委員長に対し，行政機関の保有する電
子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号による
全部改正前の昭和６３年法律第９５号。ただし，平成１５年法律第１１９号による
改正前のもの。以下「行政機関個人情報保護法」という。）第１３条第１項に基づ
き，司法試験第二次試験ファイルに記録された自己の試験成績等の処理情報の開示
を請求したところ，司法試験管理委員会委員長が，行政機関個人情報保護法第１４
条第１項第１号ニ及び第３号に該当することを理由として，請求を受けた処理情報
の一部につき不開示決定処分（以下「本件不開示決定処分」という。）をしたた
め，これを不服とする
控訴人が，上記不開示とされた処理情報のうち，平成９年度から平成１１年度まで
の司法試験第二次試験論文式試験の科目別得点，平成１１年度の同論文式試験の総
合順位，平成１１年度の司法試験第二次試験口述試験の科目別得点及び総合順位を
不開示とした部分につき，その取消しを求めた事案である。
  　　なお，平成１６年１月１日，司法試験法及び裁判所法の一部を改正する法律
（平成１４年法律第１３８号。以下「改正法」という。）が施行され，国家行政組
織法第３条第２項に基づく委員会であった司法試験管理委員会は，同法第８条に基
づく合議制の機関である司法試験委員会に改組された。これに伴い，改正法の施行
前に，法令の規定により司法試験管理委員会の委員長がした処分その他の行為は，
改正法の施行後は，当該法令の相当規定により法務大臣がした処分その他の行為と
みなされることとなったため（改正法附則第３条第２項），法務大臣は，本件訴訟
を承継した。
  ２　原判決は，控訴人が不開示決定の取消しを求めた処理情報のうち，平成１１
年度の司法試験第二次試験口述試験の総合順位については，これを不開示としたこ
とが違法であるが，その余の情報を不開示としたことは適法である旨を判示して，
平成１１年度の司法試験第二次試験口述試験の総合順位を不開示とした限度で，本
件不開示決定処分を取り消し，控訴人のその余の請求を棄却したので，これを不服
とする控訴人が控訴を申し立てた。なお，被控訴人は，上記敗訴部分につき，不服
申立てをしていないから，本件請求のうち，平成１１年度の司法試験第二次試験口
述試験の総合順位を不開示とした点については，当審における審判の対象から除外
された。
  ３　法令の定め，前提となる事実，争点及び争点に関する当事者の主張の要旨
は，原判決「事実及び理由」欄「第二　事案の概要」の一ないし四（原判決３頁５
行目から４０頁１８行目まで。ただし，平成１１年度の司法試験第二次試験口述試
験の総合順位を不開示とした点に関する部分を除く。）に記載のとおりであるか
ら，これを引用する（ただし，原判決６頁１７行目，７頁９行目から１０行目，同
頁１４行目，同頁１８行目の各「司法試験法」をいずれも「旧司法試験法」に訂正
する。）。
第３　当裁判所の判断
　１　当裁判所は，本件不開示処分のうち，平成９年度から平成１１年度までの司
法試験第二次試験論文式試験の科目別得点及び平成１１年度の司法試験第二次試験



口述試験の科目別得点を不開示とした部分は適法であるが，平成１１年度の司法試
験第二次試験論文式試験の総合順位を不開示とした部分は違法であると判断する。
その理由は，次のとおり補正し，後記２において，控訴人の当審における主張に対
する判断を付加するほかは，原判決「事実及び理由」欄「第三　争点に対する判
断」の一ないし三（原判決４０頁２０行目から６２頁３行目まで。ただし，平成１
１年度の司法試験第二次試験口述試験の総合順位を不開示とした点に関する部分を
除く。）に説示するとおりであるから，これを引用する。
      ただし，原判決４９頁４行目から５０頁３行目までを次のとおり改める。
    「(三)　これに対し，論文式試験合格者の総合順位を開示した場合において
は，そもそも総合順位の高順位者であったとしても，その者が当然に各科目におけ
る高得点を取得したとの前提が成り立ち得ないことを考えれば，論文式試験受験者
の科目別得点が開示されない以上，総合順位の高順位者が再現した答案であること
から，直ちにそれが各科目における高得点答案であったということにはならないか
ら，仮に，論文式試験合格者の総合順位を開示し，司法試験予備校が受験者から募
集した多数の再現答案を分析する際にその開示結果を利用したとしても，その再現
答案が実際に考査委員から高い評価を受けたものであるか否かは不明であって，再
現答案にランクを付けて受験情報誌等に掲載したとしても，それは，当該司法試験
予備校の主観的評価を示
したものにすぎないというべきことになる。すなわち，論文式試験合格者の総合順
位を開示した場合，司法試験予備校等がその開示結果を利用することにより，合格
者の作成した再現答案が高得点答案であるかどうかを判断する際の一資料にはなり
得るとしても，科目別得点が開示されなければ，総合順位についての開示結果を利
用することによって，ある再現答案がその科目における高得点答案であるといえる
かどうかについて，現状よりもより精度の高い分析が可能になるとは考え難く，こ
の点において，論文式試験合格者の科目別得点を開示する場合の予想される弊害と
の間には大きな隔たりがあると解するのが相当である。確かに，現在でも，本人の
請求があれば，論文式試験の科目別順位ランクが開示されていることは前記のとお
りであるが，順位ラ
ンクでは，１位から２０００位までがＡランクとされているから，Ａランクに属す
る答案の中にも相当ばらつきがあるはずであることも前記のとおりであり，したが
って，科目別得点が開示されなければ，科目別順位ランクが開示されたとしても，
再現答案等を基礎として，現状より精度の高い分析が可能となるとはいい難い。以
上の事情に加えて，現在においても，司法試験第二次試験論文式試験得点別人員表
の開示を受け，この表と自分の総合得点とを照合することによって，おおよその総
合順位を推測することが可能であることをも考え併せれば，論文式試験合格者の総
合順位を開示することによって，直ちに司法試験に関する事務の適正な遂行に支障
を及ぼすということはできないし，被控訴人において，他に上記支障が生じること
についての主張，立
証をしないのであるから，本件不開示処分のうち，論文式試験合格者の総合順位を
不開示とした部分は違法といわざるを得ない。
      (四)　以上のとおり，論文式試験の科目別得点を開示することにより，受験
者らは，ますます，高得点を得たとされる答案の書きぶり，論述の運びなどの外形
を模倣することに力を注ぐようになり，その結果として，答案のパターン化，画一
化に一層の拍車がかかることは明らかであって，論文式試験を通して各受験者の理
解力，推理力，判断力，論理的思考力，説得力，文章作成能力等を総合的に評価し
て採点をするという論文式試験の選抜機能が一層低下し，司法試験事務の適正な遂
行に支障が及ぶものと認められるが，論文式試験合格者の総合順位を開示したとし
ても，上記のような弊害が発生するとはいえない。
      　　したがって，論文式試験の科目別得点の開示は，司法試験に関する事務
の適正な遂行に支障を及ぼすものということができるから，本件不開示決定のう
ち，これらを不開示とした部分は適法というべきであるが，論文式試験合格者の総
合順位を不開示とした部分は違法であるといわざるを得ない。」
  ２　控訴人の当審の主張に対する判断
  　(1)　控訴人は，平成９年度から平成１１年度までの司法試験第二次試験論文式
試験の科目別得点を不開示にしたことについて，このような情報が不開示とされる
には，司法試験に関する事務の適正な遂行に支障を及ぼすことにつき，単なる確率
的な可能性や蓋然性では足りず，そのような弊害が生じることについての確実性が
立証されることが必要であるにもかかわらず，被控訴人がその立証をしていない旨



を主張する。
        しかしながら，司法試験は，裁判官，検察官又は弁護士といった法曹にな
ろうとする者に必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目
的とする国家試験であるところ（司法試験法第１条第１項参照），法曹が国民の法
的利益の実現等にかかわる重要な役割を担うものであることに照らすと，司法試験
の選抜機能が害されれば，法曹の質の低下を招くおそれがあり，そのような事態に
なれば，国民全般が不利益を受けるばかりか，司法制度自体に深刻な影響を与えか
ねないことは容易に推測されるのであるから，司法試験の選抜機能を損なうような
事態の発生は，極力回避する必要があるというべきであるところ，前記引用に係る
原判決の認定事実によれば，司法試験第二次試験論文式試験の科目別得点を開示し
た場合は，司法試験予
備校による分析等において，当該試験で高得点を得たとされる答案の再現が一層容
易になることから，各受験者が，司法試験の受験準備の過程において，ますます，
高得点を得たとされる答案の書きぶり，論述の運びなどの外形を模倣することに力
を注ぐこととなり，その結果として，答案のパターン化，画一化に一層の拍車がか
かり，論文式試験を通して，各受験者の有する学識のみならず，その理解力，推理
力，論理的思考，説得力，文章作成能力等を総合的に評価して採点するという論文
式試験の選抜機能が一層低下し，司法試験事務の適正な遂行に支障を及ぼす弊害が
増大するであろうことは明らかというべきであることは前記のとおりであるから，
被控訴人は，平成９年度から平成１１年度までの司法試験第二次試験論文式試験の
科目別得点が開示さ
れれば，司法試験に関する事務の適正な遂行に支障を及ぼすことについての立証を
尽くしたということができる。よって，控訴人の上記主張は，失当であり，採用す
ることができない。
    (2)　控訴人は，さらに，平成１１年度の司法試験第二次試験口述試験の科目別
得点が不開示にされたことについて，考査委員に対する萎縮的効果を理由にこれら
に関する情報の不開示を適法とした原判決を非難する。
    　　しかしながら，司法試験第二次試験口述試験の科目別得点を開示すること
により，司法試験予備校による個々の考査委員の採点傾向等に関する情報の公表に
加え，考査委員に対する誹謗中傷やいわれのない個人攻撃が更に強まる蓋然性が高
く，各考査委員の自由で公正中立な採点を行うという基本的な姿勢が萎縮的な影響
を受ける可能性が大きいことは，前記引用に係る原判決が説示するとおりである
上，前記のとおり，司法試験に関する事務の適正な遂行は，国民の利益に重大な影
響を与えるものであることを考え併せれば，控訴人の上記主張は，理由がないもの
といわざるを得ないから，採用することはできない。
  ３　まとめ
  　　以上によれば，本件不開示処分のうち，論文式試験及び口述試験の科目別得
点を不開示とした部分は，行政機関個人情報保護法第１４条第１項第１号ニに該当
するから適法であり，その違法を理由とする控訴人の取消請求は理由がない。これ
に対し，論文式試験合格者の総合順位を不開示とした部分は，同項第１号ニ又は第
３号のいずれにも該当しないから，違法であるといわざるを得ず，その取消しを求
める控訴人の請求は，その限度において，理由があるといわなければならない。
第４　結論
　　　以上のとおり，控訴人の本件請求のうち，平成１１年度論文式試験の総合順
位に係る不開示決定処分の取消しを求める部分については理由があるから認容し，
平成９年度から平成１１年度までの論文式試験及び平成１１年度の口述試験の各科
目別得点の不開示決定処分の取消しを求める部分については理由がないから棄却す
ることとする。よって，本件控訴は一部理由があるから，原判決中平成１１年度論
文式試験の総合順位に係る不開示決定処分取消請求に関する部分を取り消した上
で，本件不開示決定処分のうち同部分を不開示とした決定処分を取り消し，その余
の本件控訴を棄却することとして，主文のとおり判決する。
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